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１．２１世紀初頭のタイヤ産業と本稿の目的 

１９７０年代から１９９０年までの企業買収によ

る国際的な企業の再編期を経て、２１世紀初頭にお

ける世界のタイヤ産業は、少数の企業による寡占化

が進んでいる。Tire Business 誌によれば、売上高上

位三社が、２００３年の世界のタイヤ需要の５５．

４％を占めるに至っているが、このタイヤ業界では、

多くの企業がグローバルな舞台で競争を繰り広げて

いる。最も競争の激しい市場は北米であるが、この

市場での競争はヨーロッパやアジアなどの他の市場

における競争条件に影響を与えるとともに、ヨーロ

ッパやアジアでの競争が、北米の競争条件に影響を

与えており、タイヤ市場は、各地域の市場における

競争が相互に関連する世界市場とみなすこともでき

る。 

こうした全世界規模で競争している国際企業の経

営について、特に国際戦略に焦点をあて、欧米の主

要プレーヤーである、ミシュラン、グッドイヤーの

両社と日本企業である住友ゴム工業株式会社（以下

住友ゴム）の経営戦略を歴史的に辿り、国際経営の

変遷を実証的に検証するのが本稿の目的である。 

住友ゴムは英国ダンロップの子会社としての起源

を持つが、その後親会社から資本的にも独立しかつ

親会社の工場を買収したという歴史をもつ。欧州企

業の子会社としての経営の特徴、及び日本企業とし

ての経営の特徴を併せ持つ企業としてその国際経営

を検証すべく、今回は日本企業の中で当該企業を取

り上げた。 

 
２．バートレットとゴシャールのフレームワーク 

国際経営に関しては、多くの先行研究があるが、

本稿では、主としてバートレットとゴシャールの理

論的フレームワークを使用して、対象となる多国籍

企業の分析を試みた。グローバル経営においては、

集権・分権の問題、つまり経営資源の最適な配分や

効率性の追求などを目的としたグローバルな統合と

現地のナレッジの利用や迅速な意思決定を狙うロー

カルへの適応についてバランスをとる必要があるが、

バートレットとゴシャールは、これらの課題を検討

するフレームワークを提示している。 

 This paper discusses about the global strategies of the multinational corporations of which head 
offices are located in the U.S.A., Europe, and Japan. In recent tire industry, a few manufacturers hold a 
large part of the global market and the worldwide competition is keen in this business. The aim of this 
paper is to compare the global strategies practically by following the history of the management of the 
representative tire manufacturers in the world. And applying the framework of Bartlett, C. and S. 
Ghoshal, this paper intends to unveil the features and effective measures of their global strategies. 
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 バートレットとゴシャールは、多国籍企業の成長

過程に起因する「戦略と組織のモデル」を類型化し

た。それらは、ヨーロッパの多国籍企業にみられる

「マルチナショナル戦略」、アメリカの多国籍企業に

みられる「インターナショナル戦略」、日本の多国籍

企業にみられる「グローバル戦略」である。以下、

バートレットとゴシャールによる議論を概観する。 

 

２－１．マルチナショナル戦略（権限分散型の統合） 

 マルチナショナル戦略とは、ブロック経済と各国

の差別的政策の高まった１９２０年代、３０年代に

大規模な国際的拡大を進めたヨーロッパの多国籍企

業に見られるという。「（ヨーロッパ企業）は、その

地位を確保するために、各国に製造拠点を築くこと

を要求された。自社所有の工場に合わせ各国に散る

海外支社は、様々に異なる各国市場のニーズに応え

るために、製品とマーケティング政策を柔軟に変更

することが可能となった。すべての機能を備えた各

国支社は．．．．．ますます独立性を高めていった」（バ

ートレット、ゴシャール、1998）１のである。そして、

「この結果生まれた組織および経営の形態は、それ

ぞれの国内市場に焦点を絞って経営を進める、独立

性の高い各国支社をゆるくまとめる連合体という形

となった」（前掲、1998）２のである。マルチナショ

ナル戦略を採用した企業では、戦略の決定が各国に

分散された「権限分散型の統合」という組織構造の

モデルを生み出した。本国と各国支社との連携は、

資金の流れがほとんどであり、知識の開発、維持は

各部門に任された。 

 

２－２．インターナショナル戦略 

 インターナショナル戦略は、１９５０年代と６０

年代に国際的な拡大を遂げた。これらの企業は、世

界中で最も強大で、資金面、技術面でも他国を圧倒

した。インターナショナル戦略を採るアメリカ企業

は、「経営責任を委譲することには躊躇しなかった。

しかし、高度な経営システムと本社の専門職スタッ

                                                  
１ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､119頁 
２ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､121頁 

フを通じて総合的なコントロールを維持することに

も努めた」（前掲、1998）３のである。そして、「新し

い製品、プロセス、アイデアについては本社に依存

する度合いが高かったために、権限分散型の連合に

比べると、本社による調整とコントロールがさらに

強く行使されることとなった。」（前掲、1998）４これ

が、「調整を通じた連合」と呼ぶモデルである。 

 

２－３．グローバル戦略 

 バートレットとゴシャールは、上記二つの戦略と

は異なる戦略を採ったのが、1970 年代に入って国際

化を進めた日本企業であるとした。「日本企業は急速

に拡大を続ける国内市場に製品を提供するために、

新型で、効率が高く、規模を重視した工場をすでに

備えており、そのビジネスを貿易障壁の低くなって

いた世界市場に拡大していった。これらの条件が重

なり、付加価値創造の上流部分で競争上の優位を築

く動機を日本企業にもたらした。この競争上の戦略

においては、コスト上の優位性と製品の品質保証が

重視され、その結果、製品開発、現在料調達、製造

に向けて中央による厳しいコントロールが行使され

た。」（前掲、1998）５のである。バートレットとゴシ

ャールはこの戦略を実現する組織モデルを、「中央集

権型のハブ」の組織モデルと名付けた。 

 

２－４．トランスナショナル戦略 

 バートレットとゴシャールは、多くの多国籍企業

が、「マルチナショナル、インターナショナル、グロ

ーバルの形からトランスナショナルの形へ移行す

る」（前掲、1998）６という仮説を提示している。「成

功のためには、効率性、各国対応、世界規模の学習

のいずれか一つを追及するのではなく、…… 三つ

の能力を同時に実現することが求められている。」と

し、その理想形として、「統合されたネットワーク」

という組織モデルを示した。「マネジメントは、全世

界に散らばる組織単位を、アイデア、技術、能力の

                                                  
３ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､121頁 
４ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､122頁 
５ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､122頁 
６ ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､123頁 
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表１   日米欧タイヤ各社の国際展開の変遷 

 ミシュラン（フランス） グッドイヤー（米国） 住友ゴム（日本） 

～1900 年 ･ｸﾚﾙﾓﾝﾌｪﾗﾝに会社設立(1889) 

･自動車ﾀｲﾔ製造開始(1895) 

･ｵﾊｲｵ州ｱｸﾛﾝに会社設立（1898) 

･自動車ﾀｲﾔ生産開始（1899） 

 

1901～ 

1920 年 

･ｶﾙﾑ工場拡張､ｴｽﾀﾝ工場設立。 

･英国に販社設立､ｲﾀﾘｱに初の

国外工場建設(1906) 

･米国に工場建設(1907) 

･英国、豪州、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、南ｱﾌﾘｶ

に支店 

･カナダ工場生産開始（1917） 

･財政難に陥る(1920) 

･英国ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟの工場として

創業(1909) 

･自動車ﾀｲﾔ生産開始(1913) 

･日本法人化(1917) 

1921～ 

1940 年 

･ｸﾚﾙﾓﾝﾌｪﾗﾝの工場 1 万人超え

る(1927) 

･ｲﾀﾘｱ､ﾄﾞｲﾂ､ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ｽﾍﾟｲﾝ､ﾁｪ

ｺｽﾛﾊﾞｷｱ､ﾍﾞﾙｷﾞｰに工場建設。 

･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにｺﾞﾑ園取得。 

･財政難から立直り,世界最大の

ﾀｲﾔ会社となる（1926) 

･豪州、英国、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、

ｽｳｪｰﾃﾞﾝに工場建設。 

･日本ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟ護謨と社名変

更(1937) 

1941～ 

1945 年 

･ｸﾚﾙﾓﾝﾌｪﾗﾝのｶﾀﾙｰ工場再建。

（1945） 

･ﾒｷｼｺ、ﾍﾟﾙｰに工場を建設  

1946～ 

1960 年 

 ･ｷｭｰﾊﾞ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ、ｺﾛﾝﾋﾞｱに工場

建設 

･ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ､ﾌｨﾘﾋﾟﾝ､ｽｺｯﾄﾗﾝﾄﾞに

工場建設 

･住友ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟが資本参加

(1960) 

1961～ 

1980 年 

･ﾌﾗﾝｽでﾗﾄﾞｩｰ研究ｾﾝﾀｰ設立。

（1965） 

･米国とｽﾍﾟｲﾝにﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ開設｡

(1977 年) 

 

･ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌﾗﾝｽ、ｲﾀﾘｱ、ﾄﾞｲﾂ、

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ、ｷﾞﾘｼｬ、北ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ﾁﾘ、

ｸﾞｧﾃﾏﾗ、ﾄﾙｺ、南ﾛｰﾃﾞｼｱに工場建

設。（60 年代） 

･ﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ｻﾞｲｰﾙ、ﾓﾛｯｺ、台湾、

ﾏﾚｰｼｱに工場建設（70 年代） 

･海外で 34か国に 67工場を有す

る。 

･住友の経営となり、住友ｺﾞﾑ

工業に社名変更(1963) 

1981 年～ ･ｺﾛﾝﾋﾞｱ､米国､ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､ｶﾅﾀﾞに

工場建設｡(1981-82 年) 

･ﾀｲと日本(合弁)で生産開始。

(1988) 

･米国ﾀｲﾔ大手ﾕﾆﾛｲﾔﾙ･ｸﾞｯﾄﾞﾘｯﾁ

社買収(1990)及びﾌｨﾘﾋﾟﾝ､中

国､米国ﾘﾉ､ｽｳｪｰﾃﾞﾝ､ｺﾛﾝﾋﾞｱ､で

生産開始｡(90 年代) 

･ﾙｰﾏﾆｱ､ﾛｼｱで生産開始｡(2000

年代) 

･投資家ｸﾞﾙｰﾌﾟから敵対的買収

攻勢を受ける（1987） 

･多角化事業売却（航空宇宙、ﾊﾟ

ｲﾌﾟﾗｲﾝ事業など） 

･住友ｺﾞﾑと事業提携（1997）  

･英ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟの持株引取りに

より経営全面独立(1983) 

･英･独工場をﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟより買

収(1983) 

･仏ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟを買収(1984) 

･米国ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟを買収(1986) 

･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで生産開始(1997) 

･米ｸﾞｯﾄﾞｲﾔｰとｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾗｲｱ

ﾝｽ締結(1999) 

･中国工場建設発表(2002) 
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源泉、企業全体の利益を高めるために活用すべきだ」

（前掲、1998）7とした。各国、各地域で革新に取組

む研究所やマーケテンング部門は、相互関連性を保

ちつつ、資源と能力を分配し、真の国際企業を築き

上げることとしたのである。 

 

３．日米欧タイヤ企業の国際経営戦略とバートレッ

トとゴシャールの枠組み 

 本稿で事例として取り上げた、日米欧三社の国際

経営の変遷を表１にまとめた。この三社は、設立年

度も、国際展開の施策も、その基盤とする本国の政

治・経済力、社会文化も異なるが、共通点は、２０ 

００年代初頭、グローバルに競争、または協業して

いるタイヤ製造企業であるということである。この

ような背景を異にする三社の経営戦略と国際化の歴

史をまず整理し、その後で、各種理論を使用した詳

細な分析につなげたい。ここでは、前述したバート

レットとゴシャールの分析フレームワークを使用し、

各社の国際経営戦略の比較分析を試みた。 

 

３－１．ミシュランの国際戦略 

フランスのミシュランは、１８８９年設立されて

いるが、今回比較対象三社の中で最も歴史が古い。

設立当時の自動車産業は、まだ黎明期であった。仏

ルノーの第一号車の完成も米国キャデラック社の創

立も１８９８年であり、伊フィアット社と米国フォ

ードデトロイト自動車の創立は、翌年の１８９９年

であった。 

ミシュランが誕生した当時のフランスは、金融独

占資本の発展や列強の植民地分割競争などの影響を

受けながら、政治・経済・社会が、構造的に帝国主

義をめざして活動を開始した時期にあたる。フラン

スにおける生産の集中・集積は、イギリス、ドイツ、

アメリカ合衆国などと比較するとその進展の速度は

緩慢であったものの、第二帝政期に重工業部門にお

ける産業革命を経験したフランスの工業生産は、そ

れ以後も生産の集中・集積が進んだ。 

ミシュランもその後、事業を拡大し、１９０６年

                                                  
7 ﾊﾞｰﾄﾚｯﾄ､ｺﾞｼｬｰﾙ､『ＭＢＡのグローバル経営』1998年､129頁 

から国外販社の設立や海外工場設立を開始している。

そこで、同社の国際戦略の歴史をバートレットとゴ

シャールの枠組みを使用しながら検証を試みる。 

 

（１）ミシュランの初期の国際化（1906～1930） 

ミシュランは、１９０６年、イギリス・ロンドン

に販売会社を設立すると共に、同社初の国外工場を

イタリアのトリノに建設した。そして、翌年には、

米国ニュージャージー州ミルタウンに工場を建設し

ている。（その後、１９３１年に閉鎖） 

その後ミシュランは、第一次世界大戦後の経済・

市場の復興とともにタイヤ生産を拡大する。１９２

１年、同社は、クレルモンフェランに３番目の国内

製造施設を開設し、やがて１９２７年、フランスに

おける同社の従業員は１万名を超えるに至った。 

戦後のミシュランでは、国際戦略の点で幾つかの

動きが見られた。そのひとつは、更なる国外工場の

建設であり、１９２７年、英国工場とイタリアにお

ける２つ目の工場を建設した。もうひとつは、原材

料調達のためのゴム園の開発であり、１９２５から

２６年にかけて、インドネシアのドーチャンとチュ

アン・ロアにゴム・プランテーションを開いた。 

１９１４年の第一次世界大戦が勃発した当時、「自

動車産業は、……かなり発達した段階にあったので、

生産体系の合理化にも早くから取り組んだ。戦前、

既にこの産業にはテイラー主義の考え方が部分的に

導入され……ルノーでもベルリエでも、労働者の抵

抗をうけつつも、時間研究、標準工具の導入、作業

組織の変革などが着手されていた。」（Ａ．ベルトラ

ン、Ｐ．グリセ、1998）２０年代を通じてフランス

は、アメリカ、カナダに次ぐ、世界第三の自動車生

産国であったが、「フランスの自動車メーカーの規模

は小さかった。例えば１９２９年、ＧＭは売上高で

シトロエンの２０倍、資本金で３５倍であった。」（前

掲、1998）そして、「多くの面で創意を見せたものの、

フランス自動車産業は投資にはあまりにも慎重であ

った。市場が小さかったことに加え、必要な資本の

調達が極めて困難であったことから、１９２０年代

に実現した近代化は限られたものとなった」（前掲、

1998）のである。フランスの社会は、チームよりは
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個人を強調する伝統的な精神を尊重する風土をもち、

技術的に進んでいたのは、紙、ゴム、自動車など限

られた分野の産業だけであった。 

 

（２）欧州を中心とした国際戦略（1931～1940） 

１９３０年代、減退する国内需要に対応するため、

ミシュランは、ドイツ初の工場をカールスーエに、

そしてアルゼンチンのベッラ・ビスタに工場を建設

した。更に、スペイン、チェコスロバキア（１９４

５年に閉鎖）、そしてベルギーにズエン工場を開設し

ている。こうして、ミシュランはヨーロッパの主要

国に工場を保有する多国籍企業となったが、その国

際化は、一部の新世界地域（アメリカ合衆国とアル

ゼンチン）を除けば、ヨーロッパ中心であったとい

える。 

自動車の主要生産・消費国が北米とヨーロッパに

集中していたことと、交通機関の比較的未発達な当

時、ミシュランの本拠地であるフランスに近いとい

う理由から、このような工場立地となったと考えら

れる。また、フランスの旧植民地帝国への工場建設

も行われなかった。「植民地の工業化の問題は、……

フランス本国の猛烈な抵抗に遭遇した」（前傾、1998）

ためである。 

 バートレットとゴシャールによれば、この当時の

欧州企業は、各国の支社が独立を高めたマルチナシ

ョナル戦略をとったとされるが、ミシュランの場合

は、むしろグローバル戦略に近いものであったと考

えられる。このグローバル戦略をとるため、近隣の

欧州諸国には拠点を設立したが、アメリカやアルゼ

ンチンなどの遠隔地や貿易障壁のある国には一旦は

工場を建設したものの、その後閉鎖している。 

 この議論は、バートレットとゴシャールの主張に

反論するものではない。企業が、彼らの戦略類型の

うちどの戦略をとるかは、産業によって異なってお

り、自動車やタイヤ産業は当時の新産業であった。

また、調達、製造、販売などの企業の価値連鎖にお

ける活動によっても採られる戦略は異なっており、

全体としてミシュランの戦略がグローバル戦略に近

いものであったとしても、それは、ポーターの言う

製造などの「上流活動」（ポーター，1989）や「技術

開発」などの支援活動についてであり、販売・マー

ケティングなどの「下流活動」は、当然マルチナシ

ョナルな形態となった。 

 

（３）ラジアルタイヤの発明と普及（1945～1980） 

 第二次世界大戦で１９４４年に爆撃を受けたクレ

ルモンフェランの工場は、１９４５年近代化され再

建された。同社は、この間にも新タイヤ（ラジアル

タイヤ）の研究を続け、１９４６年、革新的な技術

であるラジアルカーカス（タイヤの製造に必要な主

要部品）に関する特許を取得し、１９４９年、ラジ

アルタイヤが発売された。この後、ラジアルタイヤ

が飛躍的に拡大する。１９５５年には、ヨーロッパ

の自動車メーカーの大半がラジアルタイヤを採用す

るようになった。 

 ミシュランは１９６５年、研究開発を更に強化す

るため、クレルモンフェラン北部にラドゥー研究開

発テストセンターを設立した。当時、ミシュランの

従業員は８１０００名に達していた。次いで同社は、

１９７７年、国外にも調査研究施設を開設した。米

国・ノースカロライナ州ローレンスとスペイン・ア

ルメニアのリサーチセンターである。研究開発施設

を海外に建設することにより、より詳細な情報の収

集と市場ニーズへの対応が可能となった。 

 戦前のミシュランの国外生産拠点は、欧州が中心

であり、一部、北米とアルゼンチンに一工場ずつ建

設したにすぎなかった。また第二次大戦後も１９８

０年まで、同社は技術的な競争優位の確立とヨーロ

ッパにおける磐石な事業基盤の構築するため、経営

資源を欧州に集中的に投入し、新規の海外進出には

あまり積極的ではなかった。また、フランスは第二

次世界大戦の勝者であったが、戦争による被害は甚

大であり、植民地もその多くを失った。ミシュラン

の工場も爆撃を受け、被害は大きかった。国として

も企業としても全世界への国際展開を積極化させる

だけの人的、資金的な資源がなかったことも、その

要因であると考えられる。 

 

（４）本格的な全世界戦略の展開（1981～） 

ミシュランは、ラジアルタイヤによる技術面での
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優位性と欧州での事業基盤が固まった１９８０年代

より、海外進出を本格的に開始する。 

 当社は、まず１９８０年代前半、コロンビア、米

国、及びカナダに工場を建設した。また、ブラジル

では国内で生産から出荷まで行えるよう、２カ所の

ゴム・プランテーションとタイヤ工場の操業を開始

した。そして同社は、矢継ぎ早に次々と海外に工場

を建設していった。北米の次はアジアである。当社

は、１９８０年代後半、タイに２カ所の製造施設を

開設し、日本でもオカモトと太田工場での合弁生産

に合意した。 

 更に、１９８０年代の企業買収による世界的なタ

イヤ業界の再編の波に乗り、ミシュランも１９９０

年、米国タイヤ大企業であるユニロイヤル・グッド

リッチ社を買収し、ミシュランは北米においても確

固たる地位を確保した。ちなみに、日本の住友ゴム

が英国ダンロップの欧米事業の買収を開始したのが

１９８３年であった。 

 ミシュランは、１９９０年代、２０００年代も世

界規模の事業拡張を推進していく。 

 フィリピンのマニラ（１９９５年）、中国の瀋陽（１

９９６年）、米国のリノ（１９９６年）、スウェーデ

ンのクンゲルブ（１９９６年）と、立て続けに工場

を建設した。そして、更に１９９８年には、コロン

ビアのイコランタスグループを傘下に加え、２００

２年には、アルジェリアにおいて産業活動を再開し、

ロシア・ダビドボで工場を建設した。２００１年、

同社は、中国において合弁会社を設立し、ルーマニ

アにおいてトーファン社の２工場を買収したことで、

両国でのリーディング・カンパニーとなった。 

 ２００４年現在、ミシュランは、１６３億ユーロ

を売上げ、２０．１％（世界第一位）の市場シェア

を誇るグローバル・タイヤ製造企業である。同社は、

世界１９カ国７４工場とブラジルとナイジェリアの

６つのゴム・プランテーションを運営し、４０００

名の研究者を含む１２万７０００名の従業員を有す

るに至った。 

 

（５）ミシュランの国際化における競争上の優位性 

競争上の優位性を有し、そうした優位性を新しい

地域に移転することは国際化を遂げるための必須の

条件である。（ガルブレイス,2002）ミシュランの第

一の、そして最大の競争上の優位性は、タイヤの設

計開発、製造などの技術面での優位性である。ミシ

ュランは、高品質のタイヤを製造する企業として評

判を得ているが、その起爆剤となったのが、ラジア

ルタイヤの発明であった。 

２０世紀初頭のフランスの産業は、資本の集中・

集積の面において、英、米、独に対し相対的に立ち

遅れていたが、１９２０年代には、フランスは、合

衆国、カナダに次ぐ世界第三位の自動車生産国であ

り、ミシュランは、世界有数の自動車産業と関連産

業の集積を有する国で、タイヤの製品開発と、ゴム、

繊維及び化学に関する技術の調査研究を進めること

ができた。この知識ベースが、ミシュランに技術革

新を可能とさせた背景の一つであると考えられる。

そして第二の背景は、欧米企業同士の競争である。

自動車産業も同様であるが、ミシュランやグッドイ

ヤーを含む欧米企業は、新技術、新製品、そして市

場を求めて国を超えて戦前より競争していた。特に

地理的に近いフランスのミシュラン、英国のダンロ

ップ、ドイツのコンチネンタル、イタリアのピレリ

の四社は、一国の中での競合相手のような関係であ

り、この競争が技術革新の背景にあると考えられる。

第三の背景は、タイヤ開発・生産に必要な機械工業、

化学工業、そして鉄鋼業などの、関連産業の集積で

ある。また、これら四社の欧州企業の中で、なぜフ

ランスのミシュランのみが大きく成長したのか。特

に、第二次世界大戦の戦勝国であるミシュランと英

国企業の違いは何だったのか、と考えるとき、それ

はやはりラジアルタイヤの存在であり、飽くことの

ない製品開発と技術革新・改善、そして製造技術の

開発であったと考えられる。 

第二の競争上の優位性は、１９８０年代における

北米への本格的な進出期において、多額の赤字を計

上しながらも、工場を建設し続けたマネジメント体

制そのものであったと考えられる。ミシュランは８

０年代、財務面で苦境に立ったが、この積極投資が

その後のミシュランの地位を決定付けた。この資金

面での忍耐は、同族企業であるミシュラン経営陣の
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強い意思があったからこそ可能であったのであり、

短期的な利益を追求する米国企業では難しかったと

考えられる。 

 

３－２．グッドイヤーの国際戦略 

米国のグッドイヤーは、ミシュランの設立から９

年後の１８９８年、オハイオ州アクロンで生産を開

始したが、同社は、１９１６年には早くも世界最大

のタイヤ会社となった。そして、アメリカの国力と

自動車産業の発展に伴い、長期間世界で最大規模の

タイヤ会社として今日まで経営されて続けている。

ここでも、主としてバートレットとゴシャールの分

析フレームワークを使用し、グッドイヤーの国際経

営戦略の分析を試みる。 

 

（１） 圧倒的に強力な技術力と積極的な海外進出 

－米国自動車産業とともに成長したグッドイヤー 

 グッドイヤーは、１９１０年、カナダに工場を建

設するとともに、早くも海外の販売網を拡充してい

る。ロンドンを手始めに、オーストラリア、アルゼ

ンチン、そして南アフリカに支店を開設した。１９

１６年、米国アクロンに第２工場を建設した同社は、

好調な需要に支えられ大きく発展した。アメリカが、

第一次世界大戦の戦禍を逃れ世界の工場の役割を果

たしたため、同社の輸出も増大した。 

 この後、グッドイヤーは、１９２０年代にオース

トラリアと英国、１９３０年代にアルゼンチン、イ

ンドネシアとスウェーデン、１９４０年代には、メ

キシコ、ペルー、キューバ、コロンビア、ベネズエ

ラに工場を建設したが、それまでの海外生産拠点は、

一部の拠点を除き中南米が中心であった。その後、

１９４０年の終わりから１９５０年、１９６０年代

にかけて、ルクセンブルク、フィリピン、タイ、マ

レーシア、フランス、スコットランド、イタリア、

ドイツ、ポルトガル、ギリシャ、北アイルランド、

チリ、グァテマラ、トルコ、南ローデシアなど、欧

州、アジア、南米、中東・アフリカ諸国に立て続け

に生産拠点を建設していく。１９７０年代にも、海

外工場建設は続き、ブラジル、ザイール、モロッコ、

台湾、マレーシアにタイヤ工場を建設していった。

グッドイヤーは海外事業で、３４か国に６７工場を

有するに至った。 

 グッドイヤーは、母国アメリカのもつ強力な自動

車産業、石油化学産業を中心とした経済力、政治力

と多方面にわたる高度な科学技術を背景に、潤沢な

資金力と高い技術力で他国を圧倒し、新製品と製造

プロセスを海外の生産拠点に移植した。タイヤ技術

の面では、レーヨンタイヤ8から、ナイロンタイヤへ、

そしてポリエステルタイヤからスチールラジアルタ

イヤへと技術革新が進んだが、常に最先端の技術を

開発し製品化していった。海外の拠点は、本国で培

ったこれらの技術に頼らざるを得なかった。１９７

０年代までは、バートレットらの言う、アメリカ企

業に特有の「インターナショナル戦略」を採ってい

たといえる。日本のブリヂストンも、１９５０年代

からグッドイヤーと技術提携関係及び委託生産契約

を結び、技術導入を図らざるを得なかった。 

ただ、同社は１９５８年、ルクセンブルクに技術

センターを設立しており、欧州に関しては、一部現

地のニーズに対応する動きも見せている。 

 

（２）原材料の確保と海外経営 

 グッドイヤーは、操業当初からその主要な原材料

を地球を半周して調達しなければならなかった。こ

のため、創業当初より、原材料の調達に配慮した。

早くも１９１６年には、当時オランダ領のインドネ

シアのスマトラにゴム園を開き、アリゾナ州に綿花

農場を開いた。その後、１９２８年には、フィリピ

ンにゴム園を開き、パナマ（1935 年）、コスタリカ

（1936 年）にゴム園を取得した。１９５８年には、

グァテマラにもゴム園を開いた。 

 更にその後、ナイジェリアとブラジル、インドネ

シアのゴム園を拡張した。グッドイヤーは、この産

業の主要原材料でありながら、価格が大きく変動し、

産地も限られる天然ゴム調達のため、世界各地にそ

の産地を求め、リスクをも分散する戦略を進めてい

った。このように、海外経営は、製造拠点だけでな

く、原材料調達会社としても重要であった。バート

                                                  
8 レーヨンは、タイヤ製造に使用する主要原材料である繊維レーヨ
ンのこと 
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レットらは、「アメリカ企業は、当初海外事業を原材

料の調達などの付随的なものと位置付けた」、と述べ

ているが、それはグッドイヤーにも当てはまった。 

 また、グッドイヤーは、１９２４年の天然ゴム価

格の上昇により天然ゴムに代わる原材料として合成

ゴムの研究を進めていたが、１９５５年、天然ゴム

によく似た合成ゴムの製造に成功し、その後世界最

大の合成ゴム会社にもなった。 

 

（３）欧日企業の成長と競争条件の変化 

 １９８０年代、タイヤ産業が成熟化し需要が鈍化

すると、多くの米国のタイヤ製造企業は、短期的な

利益を計上するため、タイヤ製造設備への投資と研

究開発に力を入れなくなった。これに対し、欧州や

日本の企業は、設備投資を継続し米国へのタイヤ輸

出を強化してきたが、１９８１年、ローカルコンテ

ント法案が提出されると、米国での現地生産の必要

に迫られた。従来型の輸出主導の戦略は採れなくな

ったのである。このような状況において、フランス

のミシュランは、短期的な赤字は覚悟で北米にタイ

ヤ工場を建設し始めたが、これに対し、住友ゴムを

始めとしてブリヂストン、横浜ゴムなどの日本企業

は、既存のタイヤ会社（工場）を買収する戦略を採

った。１９８６年、住友ゴムが米国ダンロップ社を

買収すると、その後、フランスのミシュランは他の

米国タイヤ企業を買収し、ミシュランは規模の上で

は、グッドイヤーと肩を並べるまでに成長した。世

界最大の米国市場は、日欧企業の進出で、最も競争

の激しい市場になった。お膝元の欧州で強固な地盤

を有するミシュランは、そこで得た資金を北米の工

場に投資し、また、日本でもオカモトとの合弁会社

をミシュランの１００％子会社とし、販売戦力も強

化した。一方、日本市場に地盤を有するブリヂスト

ンや住友ゴムは、事業で獲得した資金を欧米に投下

している。このため、グッドイヤーは、投資グルー

プによる買収攻勢を逃れて一息つくひまもなく、母

国で激しい競争をしなければならず、かつ欧州や日

本での戦略を強化する必要にも迫られたのである。

１９９９年、グッドイヤーは、住友ゴムとの提携戦

略により米国と欧州での事業を強化したが、この戦

略は、以上の背景の下で決定された。グッドイヤー

にとって、１９７０年代までのような「インターナ

ショナル戦略」は採れなくなっている。 

 

（４）競争優位を得るための鍵となる技術 

 １９９０年代、及び２０００年代のタイヤ業界に

おける競争上の優位を得るためには、次の二つの戦

略の成否が鍵を握っていると考えられる。革新的な

製品開発と生産技術開発である。 

まず、革新的な製品開発であるが、これは、１９

９０年代から開発が進められ、タイヤ各社がその世

界標準を獲得するためしのぎを削っている run-frat

タイヤ9である。グッドイヤーは EMT と呼ばれる技術

でタイヤを開発していたが、２０００年、ミシュラ

ンの Pax System と呼ばれる技術でタイヤを共同開発

することで合意した。ミシュランと共同開発するこ

とで、研究開発費の圧縮を図るとともにリスクを回

避したものと思われる。グッドイヤーと提携してい

る住友ゴムも当然ミシュラン陣営に加わった。一方、

日本のブリヂストンは、独コンチネンタルと共同で

run-frat 技術を開発しており、近年横浜ゴムがこの

陣営に加わった。どちらの陣営が開発した技術が、

今後 run-frat 技術の世界標準になるかが、各社の競

争条件に大きく影響すると考えられる。 

もう一つの戦略である先進的な製造技術の開発は、

高度に自動化された、人手を殆ど介しない、コンパ

クトな生産プロセスの実現と大幅な生産の自動化を

狙ったもので、タイヤ大手各社が力を注いで開発し

ている。製造工程の革新と原価低減を狙った製造技

術の開発を素早く達成した企業が、アドバンテージ

を握ると想定される。 

 

３－３．住友ゴムの国際戦略 

住友ゴムの歴史は、１９０９年、英国ダンロップ

（極東）（本社香港）が神戸支店を設置し、神戸工場

を建設したことに遡るが、その後１９１７年に日本

法人に改組、社名をダンロップ護謨（極東）とし本

社を神戸に移した。また、同社はその間１９１３年

                                                  
9 パンクして空気圧がゼロになっても、所定のスピードで一定の距
離を安全に走行できるタイヤ 
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より自動車用タイヤの生産を開始し、国産第１号タ

イヤが誕生している。以下、住友ゴムの経営と国際

戦略について分析する。 

 

（１）戦前・戦中の経営戦略  

 １９２０年代、日本における自動車タイヤの需要

の多くは輸入に依存し、国内生産の大部分はダンロ

ップ護謨（極東）が占めていた。その後、１９３０

年以降、横浜護謨のグッドリッチタイヤが、続いて

ブリヂストンタイヤが市場に供給されると販売競争

が激化し市況は軟化した。また、年々増加していた

輸入タイヤが１９２９年をピークに激減していった。 

ダンロップ護謨（極東）は、英国ダンロップ・グ

ループの子会社であったが、日本市場は英国本国か

ら離れており、また競争も激化したため、製造技術

に関しては本国の技術を継承したものの、製品とマ

ーケティング政策を柔軟に決定せざるを得なかった。

親会社の英国ダンロップは、確かにバートレットら

の言う「マルチナショナル戦略」をとり、その日本

法人であるダンロップ護謨（極東）は、この戦略の

枠の中で事業活動を行ったのである。 

 

（２）住友グループへの経営移行 

 日本ダンロップ護謨（当時）は１９６０年に増資

を行ったが、その際、住友電工などの住友グループ

が３０％資本参加し国内に新工場を建設した。更に、

その後増資を続け、１９６３年、住友側に経営が移

ったことから、社名を住友ゴム工業に変更した。 

しかし、英国ダンロップの資本が残っていたため、

国内での新工場建設は続けたものの、国際戦略は限

られたものとなった。住友ゴムは、海外生産拠点を

設立することができず、海外生産拠点は、１９８３

年の英国ダンロップの持株引取りを待たなければな

らなかった。 

 一方、英国ダッロップから見れば、住友ゴムは優

良子会社であったが、英国ダンロップの体力低下に

より増資を日本の現地資本に頼らざるを得なかった。 

 

（３）ダンロップ・タイヤ事業買収による海外進出 

 住友ゴムと住友グループは、１９８３年から１９

８６年代にかけて、ダンロップ社の欧米タイヤ事業

を買収したが、これは次の３段階で実施された。 

① １９８３年、英・独のタイヤ事業（資産・販売権）
を買収（買収額１４３億円） 

② １９８４年、仏タイヤ事業（資産・販売権）を買
収（買収額８２億円） 

欧州事業の買収では、住友ゴムの出資比率が４

８％であったのに対し、住友電工などの住友グルー

プが５２％を出資した。 

③ １９８６年、米国タイヤ事業を買収（買収額１４
５億円） 

住友ゴムは、当時国内で３つのタイヤ工場を保有

していたが、総額３７０億円で欧米の８工場及び欧

州のタイヤ技術中央研究所を保有するに至った。ま

た、日本、台湾、韓国での商標権も取得した。 

住友ゴムは、英ダンロップの申し出を受けること

により、海外進出による事業の飛躍的拡大と国際企

業への脱皮を図った。併せて、１９８３年、ダンロ

ップが所有していた住友ゴム株式を住友グループが

取得し自主経営を実現した。こうした国際化の例は、

稀なケースであり、子会社の成長だけでは実現は困

難であったと考えられる。住友グループという企業

集団の支援によって実現した国際化であった。 

 

（４）買収後の住友ゴムの国際経営 

住友ゴムは、有利な条件と住友グループの支援を

受けて、欧米の生産拠点と研究所を手に入れたが、

生産性を改善する必要に迫られた。 

設備の近代化のため、住友ゴムは１９８５年から

１９９２年までに１４２０億円の設備投資を行った。

この設備投資と人員削減により、生産性は大幅に改

善した。また、従業員を訓練すると共に、技術面で

は日米欧の各社が協力した。 

こうした施策が実を結び、１９８７年には、欧州

の３社とも黒字を実現し、１９９２年まで、欧州全

体で黒字を維持した。販売面では、買収後シェアが

若干低下したが、シェアの拡大よりも体質改善を優

先させた結果と考えられる。また、欧州全体の生産

能力は、１９８６年から１９９２年にかけて２０％

以上増加させている。一方、早期に黒字化を達成し
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た欧州事業とは対照的に、米国事業は暫く赤字が続

いた。最も競争の激しい米国市場において、販売シ

ェアが５％前後であったため苦戦を強いられた。 

英国ダンロップの国際経営は、「マルチナショナル

戦略」的なものであったが、住友ゴムの国際経営は、

生産及び技術面においては日米欧が連携を強化して

おり、「グローバル戦略」と「トランスナショナル戦

略」の要素が入り混じった経営方式となった。また、

販売面においては、各国の販売チャネルの構造が異

なることから「マルチナショナル戦略」に近いもの

となった。 

 

（５）グッドイヤーとの提携戦略 

 英国ダンロップの欧米タイヤ事業の買収により、

住友ゴムの国際戦略は飛躍的に拡大したが、欧米の

タイヤ工場への投資が続いていた住友ゴムは、キャ

ッシュフローの改善に迫られていた。１９９７年、

住友ゴムは、グッドイヤーと、米国における補修用

タイヤ製造設備と日本の製造設備で相互生産し、お

互いのタイヤをそれぞれの市場でテストする契約を

締結したが、１９９９年、この提携は両社の株式の

持合いと日米欧での６社の合弁会社の設立に拡大し

た。提携の概要は以下の通りである。 

① 株式の持合 
グッドイヤーが住友ゴムの株式の１０％（100 億円程度）

を取得し、同額のグッドイヤー株を住友ゴムが取得する。

グッドイヤーは、住友ゴムの第二位株主となる。（その後、

2003 年、住友ゴムはグッドイヤーが保有した住友ゴム株の

８割強の２千万株を約 100 億円で買い戻した。） 

② タイヤ事業の統合 
日本に自動車ﾒｰｶｰ用と市販用の合弁会社を設立、住友ゴ

ムが 75％を出資。また、欧米にそれぞれ 1社の合弁会社を

設立、グッドイヤーが 75％を出資。 

③ 共同購買・技術交流 

世界規模で資材を共同購買する合弁会社をグッドイヤ

ー80％、住友ゴム 20％の出資で設立する。 

技術の相互利用のための合弁会社をグッドイヤー51％、

住友ゴム 49％の出資で設立する。 

 こうして、当時欧米の工場への投資がかさみ、事

実上のキャッシュフローはマイナスが続いていたと

思われる住友ゴムは、本体の財務体質の強化を図る

ことはできたものの、これまで資金を投入し続けて

きた欧米市場での事業の主導権を失った。 

住友ゴムは、１９９０年代アジアにおける生産拠

点を建設してきているが、今後グッドイヤーとの連

携を強化し、従来から強化してきた日本及びアジア

に焦点を当てた国際戦略をとっていくと考えられる。 

 

４．日米欧三社の国際経営比較 

 以上、本稿でとりあげたミシュラン、グッドイヤ

ー、住友ゴムの三社の国際戦略を比較し特徴づける

と以下の通りである。 

① ミシュランとグッドイヤーは、国際化当初は別と

して、国際化を本格化させた時期においては、本

国または近隣の市場で圧倒的なプレゼンスを獲

得し、その潤沢な人的、資金的、または技術的資

源をもって国外に拠点を設立し、グローバル化を

推進している。ミシュランは、フランスと欧州で、

グッドイヤーはアメリカと米州で、強力な基盤を

有している。住友ゴムは、自主経営の確立と日米

欧の国際化を果たしたが、その後、日本とアジア

の強化に戦略を転換している。 

② ミシュランとグッドイヤーはともに、各国の市場

で基盤を固め、次に周辺国、地域で存在感を高め、

更に遠隔の他の地域に進出するというステップ

を踏んでいる。例えば、ミシュランはまずフラン

スとヨーロッパで市場を押さえ、米州とアジアに

進出している。 

③ グッドイヤーは、１９４０年代までは、中南米を

中心に国際化を進めていったが、１９５０年代か

ら７０年代を通して、圧倒的な国力と自社の技術

力を背景に、欧州とアジアに立て続けに生産拠点

を建設した。後者の戦略は、「インターナショナ

ル戦略」であったといえよう。しかし、１９９０

年代、住友ゴムと資本・業務提携を行い、米州、

欧州事業を強化したが、アジアについては住友ゴ

ムに大きく依存する形となった。言い換えれば、

アジアのみ、「マルチナショナル戦略」を採用し

たともいえよう。 

④ フランスのミシュランは、１９３０年代、自社の
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有する卓越した技術を広めるかたちで欧州を中

心に国際化を推進した。この当時からその戦略は、

「グローバル戦略」に近いものであったと考えら

れる。欧州内では、距離も近く、企業戦略を用意

に浸透させることが可能であった。１９８０年代

から再開した米州、アジアへの進出においても、

各地で自社の圧倒的に優位な技術力をベースに、

現地生産を拡大しており、やはりその戦略は「グ

ローバル戦略」であった。しかし、１９９０年の、

米国タイヤ会社の買収により、ブランドと製品の

品揃えは増加したものの、従来の技術と異なる製

品と、その技術を発展させてきたエンジニアを取

り込むことになり、今後は技術と製品の多様化に

対応した新たな戦略を模索していくことになる

と想定される。 

⑤ 日本の住友ゴムに関して言えば、１９８３年まで

英国ダンロップの傘下あり、国際経営の面では、

ダンロップの制約を受けてはいたが、一方日本国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内では自主性の高い柔軟な経営を行うことがで

きた。その後、経営面でダンロップから独立す

ると共に、ダンロップの欧米タイヤ事業を逆に

買収し一気に国際化が進んだ。住友ゴムにとっ

て「トランスナショナル戦略」に近い「グロー

バル戦略」を進める環境が整ったのである。 

しかしその後１９９９年、住友ゴムは更に国

際戦略を大きく転換し、グッドイヤーと企業連

合を組むことによる企業価値の向上を目指して

いる。これも「トランスナショナル戦略」の一

変形、または「地域志向型（リージョン規模で

の経営指向）」（ヒーナン他、1979）戦略に近い

ものと考えられる。 

ミシュラン、グッドイヤー、住友ゴム三社の国際

戦略に関して、１９８０年と２０００年の時点で比

較すると、大きな変化が見られる。これをバートレ

ットらのフレームを使用して表すと、図 1 のように

なる。マクロ的にみると、各社の国際戦略は収斂し

つつあるといえる。 

 

５．タイヤ業界に関する経営分析フレームの提示 

 ２１世紀のタイヤ業界において、各社は業界大手

企業を買収したり、株式持合いによる提携戦略を採

り、統合または提携のメリット創出と規模の効率を

狙うとともに、相互技術の利用による新たな革新を

模索している。ミシュランやブリヂストン、独コン

チネンタルは米国大手タイヤ企業を買収し、またグ

ッドイヤーは、住友ゴムと資本・業務提携すること 

グローバル 
統合要因 

高 低 

低 

高 グローバル型 トランスナショナル型 

インターナショナル型 マルチナショナル型 

グッドイヤー2000年 

住友ゴム 1980年
住友ゴム 2000年 

グッドイヤー1980年

図 1 各社の戦略の推移 

ミシュラン 1980年
ミシュラン 2000年 

国ごとの差別化要因 
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で、相互生産、相互販売を行うとともに、地域を分

担した経営体制をとりつつある。 

この業界では、大手企業で企業買収や株式持合を

していない会社はほとんどない。この業界を分析す 

るためには、バートレットらのフレーム・ワークに

加え、別の分析の枠組みも必要になっている。 

そこで、国際的なタイヤ製造企業の合従連衡を整

理する枠組みとして、「資本提携の強度」を横軸に、

「協業の度合」(リソースの共有)を縦軸としたフレ

ームを提示したい。「資本関係の強度」で最も強い形

態が１００％出資の買収であるが、次に強いのは株

式の持ち合い、そしてライセンス契約と続き、最も

弱いのが資金取引のない合意である。「協業の度合」

で、最も強い形態は、ミシュランなどの１００％買

収のケースで、企業のあらゆる機能やリソースを用

いて最適な生産、販売の効率性を追及するものであ

るが、次に強いのは、相互生産、相互販売、共同購

買などの価値連鎖のいくつかの部分でリソースを共

有するものであり、グッドイヤーと住友ゴムのアラ

イアンスがこれに当てはまる。そして最も弱いのは、

子会社の大きな独立性を認めるケースである。タイ

ヤ業界の主要な提携関係を示したのが図２である。 

どの形態が最も高いパフォーマンスを示すかに関

しては、今後の更なる実証研究により、その結果を

検証していく必要がある。  （了） 
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図２ 各企業グループの提携戦略比較 
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低 

協業の度合 
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Ｍ：ミシュラン 
Ｕ：ﾕﾆﾛｲﾔﾙ･ｸﾞｯﾄﾞﾘｯﾁ 
Ｂ：ブリヂストン 
Ｆ：ファイアストン 
Ｇ：グッドイヤー 
Ｓ：住友ゴム 
Ｃ：コンチネンタル 
Ｄ：ダンロップ 


